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１．はじめに 

古い鉄道構造物を有する駅改良工事において，既設高架橋を改築する際には，施工時も耐震性能を確保する必要

がある．本稿では，大正時代に開業した駅改良工事において無筋コンクリート部を有する既設構造物の改築施工時

に仮設構造物を有効利用することにより耐震性能を確保する事が可能となった事例について報告する． 

 

２．計画概要 

対象構造物は，RC 版桁と鋼製橋脚とで構成されており，

橋脚基部を大正時代に建造された無筋コンクリート壁式構

造に柱基部のみ拡幅補強して定着している構造であった．

この壁式構造は上部工荷重に加えて駅構内の中 2 階通路の

RC スラブも支持していたが，今回の駅改良工事で柱部のみ

残して壁部を撤去し，柱構造に置換えすることで柱間を 1
階に盤下げしてコンコース通路として利用する．既設構造

の概要および改築後の概要を図－１に示す． 

当初計画では，壁部撤去時に上部の RC スラブを仮受柱

で受替え，橋脚下部を全撤去して新たな柱に置換える計画

であったが，仮受柱の設置により駅の旅客流動を大きく阻

害してしまうという課題があった．そこで，仮受柱を設置

しないで無筋コンクリートを撤去し，改築・補強するとい

う施工方法が要求された． 
  
３．改築方法 

 橋脚下部の壁を撤去して柱構造に改築する方法として，

上部の荷重を柱形状に残した無筋コンクリートで一時的に

支持させる方針とした．しかし，施工時の地震時水平力に

対しては，無筋コンクリート柱では抵抗できない。そこで，

図－２に示すように通路切替え時に設置する仮覆工構台を

ブレースにより耐震補強することで構造物の水平力に対す

る仮受工兼用とし，無筋コンクリートとなった柱の周囲を

水平固定することで地震時水平力に抵抗させる方法を採用
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図－１ 構造概要図 
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した．（写真－１）柱は，既設無筋コンクリート部分の 4
面に配置した主鉄筋を基礎に定着し，鋼板巻きによりせ

ん断補強された RC 柱部材とした．（図－３） 
 

４．検討方法と結果 

 施工時の耐震性能は，図－４，図－５に示すように高

架橋と仮受工を一体とした検討モデルを作成し，静的非

線形解析を実施することで耐震性能の検証を行った． 
 想定地震および要求性能については，列車への影響や

施工状況に応じて設定した．各作業時間・各施工状況に

おける想定地震・要求性能を表－１に示す． 
  
① 昼間作業時（列車通過あり） 
昼間の列車通過がある時間帯は，列車への影響が大き

いため，大規模地震を想定し，要求性能は 800gal の応答

に対して構造物を崩壊させないこととした．検証は，図

－６に示すように静的非線形解析の結果からエネルギー

一定則により 800gal 弾性応答となるステップを算定し，

各部材が損傷レベルの制限値に達していないことを確認

した．また，仮受工については 800gal 弾性応答までの最

大断面力にて部材応力度照査を行うことで安全性を確認

した．各部材の損傷レベルの制限値 1)を表－２に示す． 
 

② 夜間作業時（列車通過なし） 
夜間の列車通過が無い時間帯は，列車への影響がない

ため，中規模地震に対して各部材が未降伏であることを

要求性能とした．コンクリートはつり，配筋作業の施工

性を考慮して仮受工のブレースを片面外した条件で静的

非線形解析を行い，各部材降伏震度が Kh≧0.2 を満足す

ることを確認した．また，仮受工については，設計震度

Kh＝0.2 における断面力にて部材応力度照査を行うこと

で安全性を確認した． 
 
５．まとめ 

旅客通路の仮覆工構台を構造物の仮受工として兼用す

ることで，構造物の耐震性を確保しつつ仮受柱の設置を

不要とすることが可能となった．その結果，駅構内の支

障範囲を最小限としたうえに，仮設構造物のコストダウ

ンおよび工期短縮を実現した． 
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＝ ≧800gal

写真－１ 仮受工施工状況 

図－４ 検討モデル（橋軸直角方向）

図－５ 検討モデル（橋軸方向） 

表－１ 設計地震と要求性能 

表－２ 損傷レベルの制限値 

図－６ エネルギー一定側 
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